






















たが見過ごされるべきではないのが，国際連盟協会連合会（International Federation of League 
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ての国民に対する衡平な待遇（l'équité envers toutes les nations）」という文言は「すべての人種
に対する平等待遇と国家間の互恵性（un traitement égal à l'égard de toutes les races，et la 
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えることで議論を終結させたことが明らかになった。入国制限の対象を個人とし，用いることがで
きる入国制限の基準を具体的に列挙することで，人種平等に対する例外を認めない内容になってい
たウアリー案に対し，イギリス協会案には入国制限の対象を個人とするという規定がなく，用いる
ことができる入国制限の基準も明確化されていなかった。ウアリー案とイギリス協会案の間にはこ
うした重要な違いが存在していたのであり，それゆえイギリス協会案を修正することで幕引きをは
かった日本協会の行動は，人種平等という観点からみれば，妥協と呼ぶべき性格のものだった。
　第二に，本稿は国際労働条約の普及と移民労働の自由化の双方を促進しようとしていたILOの見
解がポーランド協会案に反映されていたこと，もっぱら人種平等という観点から移民問題を見てい
た日本協会と，労働問題として労働力の需給調整という観点から移民問題に接近していたILOとの
間に認識のずれがあったことを明らかにした。ポーランド協会案は人種や国家の平等に明確にはコ
ミットしておらず，労働力の需給のみを基準として入国制限を行うことを提案しており，また，二
国間条約による規制ではなくILOを通じた超国家的規制の確立を志向していた。日本協会はこうし
た特徴を持つポーランド協会案を日本協会の主張とは異なるものと認識しており，それを積極的に
支持することはなかったのである。なお，本稿はポーランド協会案がウアリー案よりも規範的に優
れていたとみなしているわけではない。むしろ，人種平等という点に限って言えば，ウアリー案の
方が優れていたと評価している。ポーランド協会案が超国家的規制を提唱したといっても，そこで
提示されたのは超国家的規制の第一歩に過ぎないし，そもそも超国家的規制が国家間調整よりも優
れているとは限らないだろう。超国家的規制と国家間調整のどちらが規範的に優れているのかとい
う問題は機会をあらためて検討したい。
　第三に，ILOは日本協会との関係構築を試みていたが，日本協会がそれに応じることはなかった
ということが明らかになった。ILO東京支局長の浅利はILOと日本協会の間に立って両者の関係構
築を試みたのだが，日本協会に対する自律を確保したいという高野の思惑もあって，最終的には協
会とは別の組織として国際労働協会が設立されることになったのである。この国際労働協会が移民
問題をめぐってILOと協力するということもなかった。日本の労働問題の専門家のなかには，末弘
のように，移民送出国であるイタリアの手法を推奨する人物はいたが，ILOが代表しようとしてい
た国際的立場を積極的に支持する人物は存在しなかった。1920年代において日本とILOの間には
移民問題をめぐる認識の面でも協力関係の面でも大きな隔たりが存在していたのである。
（てらだ・くにゆき　札幌学院大学社会情報学部非常勤講師）
1920年代の移民問題をめぐる日本国際連盟協会と国際労働事務局（寺田　晋）
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